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会社紹介



2Copyright© i GRID SOLUTIONS Inc. All rights reserved.

当社ビジョン

Renewable

限りある森林を守りながら太陽光発電の拡大を推進し、デジタルテクノロジーの活用
で、グリーン電力を余すことなくめぐらせる。再生可能エネルギーが普及するサステ
ナブルな社会を実現していきます。

Economical

集約したNon-FITの再生可能エネルギー電力を供給。再エネ由来でありながらリーズ
ナブルな価格で、電力をご家庭にお届けします。

Aggregate
林地開発の必要がなく、かつ電力系統の混雑を緩和するオンサイトソーラーの導入を
拡大。自家消費しきれないサープラスパワー（余剰電力）を需給調整プラットフォー
ムで集約し、再生可能エネルギーを最大限活用します。

Local
施設で消費しきれない電力を蓄電池やEVに蓄電し、夜間や災害停電時でも使える電
源に。再生可能エネルギーの地域循環利用で、地域のレジリエンス強化に貢献します。

ビジョン
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2017年VPP Japan設立 国内初の産業向けオンサイトPPAを開始

導入実績 国内No.1*

561施設 120MW

オンサイトPPA実績

※ 富士経済 再生可能エネルギー発電システム・サービス市場／参入企業実態調査2022 第三者所有モデル（PPA、リース）・非住宅（10kW以上）・2021年度実績
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全国のスーパーマーケット・物流施設等サプライチェーン企業を中心に導入

PPA導入企業実績
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企業を取り巻く
エネルギー・脱炭素の潮流
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世界各国の炭素税導入状況

世界各国で炭素税の導入、税率引き上げが進む
日本は2028年から導入予定

出典：住環境計画研究所「カーボンプライシングに関する調査報告書」（2022年2月）

https://www.j-lpgas.gr.jp/data/Carbon_Pricing_report_20220330.pdf
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諸外国の再エネ発電コスト

先行する欧州では再エネ電力のコスト低減が進み
再エネ開発及び脱炭素事業が国家間、企業間の産業競争の競争軸に

出典：資源エネルギー庁『第3節 再生可能エネルギーの主力電源化に向けて』（2021.7.19）

日本

ドイツ

日本

ドイツ

https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2020html/1-2-3.html
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企業の情報開示義務化

2022年からプライム上場企業は国際基準の気候変動対策の情報開示が義務付け
脱炭素に対する取組みが本格化

TCFD提言の開示推奨項目

出典：日本取引所グループ「TCFD提言に沿った情報開示の実態調査（2022年度）」（2023年1月）

https://www.jpx.co.jp/corporate/news/news-releases/0090/co3pgt0000006bsk-att/TCFDsurveyjp.pdf
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サプライチェーンへ波及

自社での対策には限界があるため
情報開示とCO2削減の流れはサプライチェーン（Scope3）も巻き込んだ取り組みに波及

出典：環境省・グリーン・バリューチェーンプラットフォーム

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate.html


10Copyright© i GRID SOLUTIONS Inc. All rights reserved.

海外事例：ウォルマート社ギガトンPPA

出典：Gigaton PPA Web site

【目標】
• CO2削減：2030年までに1ギガトン（10億トン）削減
• 再エネ比率：2025年までに50％、2035年までに100%

ギガトンPPAに登録をした
サプライヤー全員が参加可能

サプライヤーはウォルマート
を通じて再エネを購入可

専門家の紹介や技術の提供等
融資プログラムも創設

米国小売大手ウォルマートはサプライチェーン全体でのCO2削減を目指す
取り組み「ギガトンPPA 」を開始

https://gigatonppa.com/
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“電力”の在り方を抜本的に見直す事によって

収益を安定化させる「機会」

一般系統電力のリスク

火力中心の一般電力の利用継続が
コスト負担増加、炭素課税など、長期的な経営リスクにつながる可能性

［一般電力のボラティリティリスク］

燃料費

炭素税

再エネ賦課金

送電網強化等

価格上昇・変動
リスク
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地域脱炭素の取り組み方
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エネルギーコストによる資金流出

エネルギーコストにより毎年十兆円単位の国富が流出
地域単位でもほとんどの自治体がエネルギーを域外に頼る状況

35兆円

エネルギー輸入

（2022年度）
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[GXとは]
エネルギーを温室効果ガスの排出源である化石燃料から

グリーンエネルギーに転換することで、
企業活動や社会経済を変革し、成長につなげること

GX：グリーントランスフォーメーション
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GXを地方創生の契機に

GXの取組みを契機とした地方創生の推進

カーボン
ニュートラル

レジリエンス
強化

地域経済
循環

分散型再エネ普及と
地域エネルギープラットフォームの構築

災害停電に強い
街づくり

新規事業
/雇用の創出

実現のための第一歩として、
カーボンニュートラルを実現するために
分散型太陽光発電の普及が必須となる
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出典：ローレンス・バークレー国立研究所「2035年日本レポート：電力脱炭素化に向けた戦略」（2023年2月）

分散型再生可能エネルギーの普及促進

今後15年間で最も成長する電力が「非住宅向けの太陽光発電」

https://climateintegrate.org/wp-content/uploads/2023/02/Shiraishi_JP_Final_Report_Briefing_Slides_20230227edit.pdf


17Copyright© i GRID SOLUTIONS Inc. All rights reserved.

①設備投資
太陽光電力を供給

③不足分を送電線経由で供給

〔現在ご契約の電力会社〕

オンサイトPPA事業スキーム

②電気料金お支払 電気料金お支払

〔お客様施設〕

④運用・メンテナンス
〔発電・供給〕

〔PPA事業者〕

オンサイトPPAは需要家が初期投資なしで屋根上太陽光を導入できるサービス
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取り組む優先順位
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求められる再エネの質

需要家が自ら新規増設を促した再エネが重要視される

調達方法
運転開始からの
15年以内制限

自家発電 制限なし

オンサイトPPA 制限なし注1)

オフサイトPPA 制限なし注1)

再エネ電力メニュー
(トラッキング付非化石証書とセット)

制限あり注2)

トラッキング付非化石証書
グリーン電力証書
J-クレジット（再エネ発電）

制限あり注2)

RE100の技術要件が定めた再エネ電力の調達方法と制限

出典：自然エネルギー財団「RE100技術要件の改定ポイント」（2022年11月）をもとに作成

注1) 既設の電源を対象に した契約は制限あり
注2) 新設の電源を対象にした 長期契約は制限なし

⇒古くから稼働する水力発電やFIT制度を利用した太陽光発電所の電力はRE100の対象にならない

https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/RE-Users_20221124.pdf
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施設で活用しきれない余剰電力を出さないように、

需要量に合わせ、本来の屋根ポテンシャルより小さいパネル設置しかできない一
般
的
な
ス
キ
ー
ム 自家消費

余剰電力

活用できない

…Non-FITでは、屋根ポテンシャルを
下回る規模のパネルしか設置されない

屋根を余すことなく活用できる余剰活用スキーム
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屋根を余すことなく活用できる余剰活用スキーム

余剰電力 電力供給

余剰電力も活用できるため

屋根ポテンシャルを最大活用するソーラーを設置可能

施設で活用しきれない余剰電力を出さないように、

需要量に合わせ、本来の屋根ポテンシャルより小さいパネル設置しかできない

余剰電力は
他電力利用者へ供給

一
般
的
な
ス
キ
ー
ム

余剰電力予測
余
剰
活
用
ス
キ
ー
ム 自家消費

自家消費

余剰電力

活用できない

…Non-FITでは、屋根ポテンシャルを
下回る規模のパネルしか設置されない

地域の他拠点へ“めぐらせる”
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余剰活用スキームのメリット

太陽光供給電力量

系統電力量

余剰電力量

使用電力量

90％を再エネで調達

施設使用電力のごく一部

一般的なスキーム 余剰活用スキーム

再エネ比率
最大化

設置容量 400kW

昼間は施設使用電力の

設置容量 70kW

余剰電力

20％しか再エネ調達ができない

余剰活用スキームは設置施設の再エネ比率を高める
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共同で
新会社設立

共同で
新会社設立

公共施設の
再エネ導入

PPAアライアンス事業の拡大

サプライチェーンへの
PPA導入推進
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バローが岐阜県を中心としたサプライチェーン企業に向け
PPAによる再エネ調達を支援する国内初の取り組み

PPAソーラーシップ



25Copyright© i GRID SOLUTIONS Inc. All rights reserved.

地域脱炭素社会の実現方法 “GX City”

エネルギーの地産地消サイクルが新たな街の魅力になる「GX City」

地域を100％再エネで運営
地域企業の商業施設、公共施設、
物流施設に太陽光発電＋蓄電池を設置。

全ての施設をネットワークで統合管理し、
地域内の再エネ比率を最適化。

エネルギー自給率の向上
様々な変動リスクを抱えた従来型電力システム
から、分散エネルギーシステムへ。

地域で作った再エネをその場で使う、
「エネルギーの地産地消」を実現。

街全体のレジリエンス強化
街中に設置された太陽光＋大型蓄電池シス
テムにより、災害時のレジリエンス拠点と
しても稼働。

GX City

GX City

EV／住宅への再エネ供給
地域企業で生み出された余剰再エネを
EVや住宅へ巡らせる。
グリーンエネルギーで暮らす、
新しい価値観を実現。
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